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gramming Budgeting System: PPBS），第三段階は，ニクソン大統領による
1973年の目標による管理（Management by Objective: MBO），第四段階は，
カーター大統領により1977年に着手されたゼロベース予算（Zero-Base Bud-
geting: ZBB），第五段階は，クリントン政権下で制定された政府業績成果法
（Government Performance Results Act: GPRA）による業績予算の推進，さら









算会計手続法（Budget and Accounting Procedures Act of 1950）を制定し，
同法は次の５つの重要な規定を設定した。
①政府の機能と活動別に提供された財務情報による事業別予算の編成













































































































































（出典）　Government Accountability Office, Performance Budgeting ‒ Efforts to Restructure Budgets 













　GAO は，PMA と PMA による予算統合イニシアチブ（PMA’s Budget and 







































　しかも，これらの改善点はさらに，2009年に GAO 戦略部門長である Ber-
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　GAO は1985年に議会に対し『政府のコスト管理方式』（Managing the Cost 



























































































































⒆　United States General Accounting Office, Performance Budgeting ‒ Past Initiatives Offer 
Insights for GPRA Implementation, March 1997. は米国における予算改革の歩みを４段階，すな
わち①フーバー委員会による業績予算，②ジョンソン大統領による PPBS，③ニクソン大統領に
よる MBO，④カーター大統領による ZBB に分類している。この４段階に加えて本稿では1993
年の GPRA による予算改革を第５段階としている。
⒇　この事業別予算は performance budget であり，本来は業績予算と訳されるべきであるが，こ
れまでの文献では事業別予算と訳され，定訳となっている。
21　会計検査院（General Accounting Office）は，2004年に名称を Government Accountability 
Office に改称している。
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